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要旨：様々な崩壊形に適用可能な耐震性能残存率評価法として，1 層建物を対象に筆者らが提案した，架構耐

震性能に及ぼす各部位の影響度 Erで耐震性能低減係数 η を重みづけする手法を，多層建物に拡張した。影響

度Erは，既往の手法で考えられている耐力に加え，変形，減衰，有効質量を考慮して算定することとし，pushover

解析を用いる 3 次判定法から，被害調査時の現地での計算を想定した 1 次判定法まで 3 通りを提案した。崩

壊形，階数，層間変形分布等を変化させた建物モデルに提案手法を適用した結果，各手法の値が良好に対応

しており，簡略的な手法でも既往の手法に比べて高精度で影響度 Erを推定出来ることがわかった。 

キーワード：残存耐震性能，被災度判定，崩壊形，耐力低下，層間変形，減衰，部材の寄与率 

 

1. はじめに 

 地震被害を受けた建物の補修，補強の要否を判定し，

合理的な復旧計画を立案するためには，被災後の耐震性

能を適切に評価することが重要である。現在用いられて

いる指標として，被災前に対する被災後の耐震性能の比

を表す耐震性能残存率 R1)がある。耐震性能残存率 R は，

建築防災協会の被災度区分判定基準 2)に採用されている

が，同基準は既存 RC 造建物の地震被害に多く見られる

層崩壊が生じることを前提としている。一方，梁曲げ降

伏型全体崩壊形建物に対する算定法も提案されている 3)

が，いずれも適用範囲が特定の崩壊形に限定されるとい

う問題がある。また，各部材の損傷度に応じて決まる耐

震性能低減係数 η2)を，柱の耐力 Qu あるいは曲げ降伏位

置の終局モーメント Mu で重みづけ平均して層あるいは

建物の耐震性能残存率Rを算出するものであり（図－1），

剛性や部材の位置関係等による影響は考慮されていない。 

 そこで，筆者らは文献 4)において，1 層建物に関し，

せん断部材と曲げ部材が混在する場合等，あらゆる破壊

形式を対象範囲とした上で，耐力に加え，諸条件による

エネルギー吸収（等価粘性減衰）の違いを考慮した指標

として，架構耐震性能に及ぼす各部位の影響度 Erを導入

し，それにより ηを重みづけする手法を提案した。影響

度 Erについては 2 種類の算定法（3 次・2 次判定法）を

提案し，その妥当性を確認した。本研究では，耐力と減

衰に加え，各層における変形の大小やモード系（有効質

量）の影響を考慮することで，提案手法の多層建物への

拡張を行う。さらに，地震直後の緊急的な被災度判定が

必要となる場合を想定し，より簡略的に各部位の影響度

を推定する方法（1 次判定法）の提案を行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 耐力・減衰・変形・有効質量を考慮した各部位の影響

度 Er算定法の提案 

2.1 応答スペクトルに基づく方法（3 次判定法：精算法） 

 影響度 Erは，骨組の pushover 解析と地震応答スペクト

ルに基づく保有耐震性能指標 5)から求めることを原則と

する。この手法は，文献 4)に精算法として示したもので

あるが，以下にその概略を示す。 

 図－2 に示すような，通常の解析モデル（基本モデル）

及びある部位が破壊した状態を想定して耐力を 0 とした

モデル（部分ピンモデル）に対して pushover解析を行う。

得られた架構の荷重変形関係を等価 1 自由度系に縮約し
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図－1 既往の研究と本研究の残存耐震性能評価の概念 
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応答加速度Sa 1層せん断力ΣQ1

有効質量Me
※Sa=ΣQ1/Me

1層せん断力減少率Q

階の位置による補正係数κs

減衰による補正係数κh

層の耐力比率による補正係数κb

減衰定数h

代表変位Sd

て求めた応答加速度 Sa－代表変位 Sd 関係と減衰定数 h

から，安全限界時（いずれかの層が層間変形角=1/50 に

達した時点と仮定）の保有耐震性能指標 α（基本モデル），

α’（部分ピンモデル）を算定し，その差から部分ピンモ

デルにおける保有耐震性能指標減少率 Drを求める（図－

3，式(1)）。全ヒンジ部位での減少率 Dr の合計が 1 とな

るように基準化したものを影響度 Erと定義する（式(2)）。 
   αα '1D −=r  (1) 

   rrr DDE Σ=  (2) 

 多層建物の場合，各層の変形分布に応じて代表変位 Sd

及び有効質量 Me が変動するが，保有耐震性能指標は，

それらを考慮して算定される。すなわち，3 次判定法に

おいて，各部位の影響度 Erは，文献 4)で考えられていた

耐力，減衰に加え，代表変位，有効質量の影響を考慮し

た値となる。ここで，せん断部材における減衰定数につ

いて，文献 4)では履歴減衰を無視し，一定値 hs=0.05 と

していたが，本研究では，実現象との対応を考え，履歴

減衰を曲げ部材の 2割とした式(3)で算定することとした。 
   ( )µ1150.005.0 −+=sh  

2.2 応力分布に基づく方法（2 次判定法：略算法） 

 3 次判定法には pushover 解析が必要で，被災度判定に

適用するには複雑な場合も考えられる。そこで，手計算

可能な手法として，文献 4)の略算法を拡張する形で，以

下の 2 次判定法を提案する。3 次判定法に用いた保有耐

震性能指標 αは，縮約 1 自由度系の応答加速度 Sa，代表

変位 Sd，減衰定数 h が大きい程高い値となる。応答加速

度 Saは，安全限界時の 1 層せん断力 ΣQ1と有効質量 Me

から式(4)で算定されるので，2 次判定法では，部分ピン

モデルにおける ΣQ1，Me，Sd，h それぞれの減少分（増

加分）を評価する指標として，以下の 4 種類を定め，そ

の積から保有耐震性能指標減少率 Dr を求める（式(5)）。 
   

ea MQS 1∑=  (4) 

   
hsbr QD κκκ ⋅⋅⋅=  (5) 

 Q
－

：安全限界時の 1 層せん断力減少率，κs：階の位置に

よる補正係数（有効質量 Meの変動を評価），κb：層の耐

力比率による補正係数（代表変位 Sdの変動を評価），κh：

減衰による補正係数。各指標と保有耐震性能指標の対応

関係を図－4 に，各指標の算定方法を以下に示す。 

(1) 1 層せん断力減少率Q
－

 

 節点振り分け法を用いて，部材の曲げ強度 Mu 及び負

担せん断力 Qs から，基本モデルと部分ピンモデルの安全

限界時 1 層せん断力 ΣQ1，ΣQ1’を計算する（図－2）。こ

の際，各層のせん断力の比率 ki が Ai 分布に適合するよ

うに，梁の曲げ降伏で決まる節点モーメントを上下層の

柱に分配する。また，せん断部材の安全限界時の負担力

Qs は，図－5 のように，層間変形角とせん断力の関係を

モデル化することで算定する（詳細は文献 4)を参照）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

続いて，部分ピンモデルにおける安全限界時 1 層せん断

力の減少率Q
－

を式(6)で求める。∆Q1 を層せん断力全体に

おける当該部位の負担分と考えれば，Q
－

は，図－1(a)(b)

の Qui/ΣQui あるいは Mui/ΣMui に相当する指標である。 
    (6) 

(2) 層の耐力比率による補正係数 κb（代表変位の変動） 

 部分ピンモデルにおいて，安全限界時の代表変位 Sd

の減少率δ
－

が大きくなる程，耐震性能の減少率が大きくな

るという関係を評価するための指標として，式(7)で層の

耐力比率による補正係数 κbを定める。ここで，層せん断

力の場合と異なり，減少率δ
－

の値を直接用いていないのは，

δ
－

が正負両方の値を取り得るためである。 
    (7) 

 代表変位減少率δ
－

は，以下の手順で算定する（図－7）。

(3) 

⇒保有耐震性能指標=α’ ⇒保有耐震性能指標=α 
図－3 3 次判定法における影響度 Erの算定 
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図－4 2次判定法に用いる各係数の評価項目
(保有耐震性能指標との対応関係) 
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基本モデル 部分ピンモデル

変形増
変形増
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代表変位減少

κb大

代表変位増加

κb小安全限界

層間変形sDe sDe

代表変位δr δr' δr'

損傷

a)梁降伏によって決まる節点モーメントを，上下層の柱

に均等に分配した場合の各層の層せん断力を，保有水平

耐力 ΣQui とする（図－6）。ΣQui に対して，実際の安全限

界時の層せん断力 ΣQi（図－2）が大きい程，耐力的に余

裕がない層であると考えられるので，両者の比率として，

層の弱さ sW を定義する（式(8)）。 
    (8) 

b)一般に，当該層及びその周辺層の耐力が相対的に小さ

い（sW が大きい）程，安全限界時の層間変形が大きくな

ると考えられるので，式(9)で層間変形比率 sDi を定める。 

    (9) 

c)sDi を，全層のうちの最大値で基準化したものを，基準

化層間変形比率 sDei とする。安全限界時には，変形最大

の層で層間変形角=1/50rad.となるので，基本モデル，部

分ピンモデルに共通して，sDei=1 が変形角 1/50rad.の層に

対応することとなる。 

d)代表変位 Sdが，最上階の変位，すなわち各層の層間変

形の和に比例すると考えれば，各モデルにおける代表変

位比率 δrは，式(10)で算定することが出来る。 

    (10) 

e)基本モデル，部分ピンモデルそれぞれにおいて代表変

位比率 δr，δr’を求め，部分ピンモデルにおける減少率を

代表変位減少率δ
－

として求める。（式(11)）。 
    (11) 

 図－7 に示すように，基本モデルで変形の大きい層で

は，損傷によって（部分ピンモデルで）変形が増加する

と，当該層に変形が集中するため，安全限界時の代表変

位が減少し，耐震性能 α’が大きく低下する。そのため，

κbの値を大きく取ることになる。 

(3) 階の位置による補正係数 κs（有効質量の変動） 
 式(4)からわかるように，架構の安全限界時の応答加速

度 Saは，有効質量 Meに反比例する。一般に，下層の変

形割合が大きい程，Meは大きい値となるので，下層の部

位を損傷させた場合，Meが増加することで，応答加速度

Saが大きく減少することとなる。すなわち，下層の部位

程，架構耐震性能に及ぼす影響が大きいと言えるので，

階の位置による補正係数κsを用いてその関係を評価する

（式(12)）。ここで，式(12)の係数は，3 章に示したもの

を含めた複数のモデルについて，部分ピンモデルにおけ

る有効質量の変動による，各部位の影響度 Er（3 次判定

法で算定）の変化分を検討した結果から回帰的に定めた。 

    (12) 

 i：当該階数 n：建物階数 

(4) 減衰による補正係数 κh 

 ・ 曲げ降伏部位 

 各ヒンジ部位の履歴エネルギー吸収が建物の減衰性能

に及ぼす影響を考慮するための係数を κhとする。曲げ降 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

伏部位では，文献 4)と同様に，ある地震力に対する弾性

時の部材端部の応力MRが曲げ終局耐力Muに対して大き 

い部位程，塑性率が大きくなり，架構の減衰性能を増大

させるという関係を利用し，式(13)で κhを求める。ここ

で，κhは，最大値が 1 となるように基準化した値とする。 

    (13) 

 ・ せん断破壊部位 

 せん断部材では一般に，曲げ部材に比べて履歴エネル

ギー吸収量が小さいということを考慮し，κh=1 という曲

げ降伏部位の最大値に対し，κh=0.66 を一定値として用い

る。この値は，文献 4)に示す κhの算定法において，剛域

=0，曲げ降伏部位の最大塑性率 µ=5（減衰定数 hf1=0.19），

せん断破壊部位の減衰定数 hs=0.09（式(3)のほぼ上限値に

対応）と仮定することで導かれるが，実質的には，減衰

定数 hf1，hs それぞれに対して式(14)で算定される，基準

地震動の応答低減率Fhf1，Fhsの比率になっている（式(15)）。 
   ( )hFh 1015.1 +=  (14) 

 

 

 

3. 建物モデルを用いた提案手法の精度検証 

3.1 建物モデル及び解析条件 

 建物モデルは，階数及び崩壊形をパラメータとして 3

種類設定した（図－8）。モデル名は，階数，崩壊形，ス

パン数を示す。階高 3.5m，スパン 6m は共通とした。3

次判定法の pushover 解析においては，柱と梁を材端に曲

げバネ，中央にせん断バネと軸バネを持つ線材に置換し，

曲げバネはトリリニア型，せん断バネは文献 4)に示す耐

図－7 層の耐力比率による補正係数 κb算定の流れ
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力低下型のモデルを用いた。軸バネは弾性とした。各モ

デルにおける，pushover 解析結果及び 2 次判定法におけ

る式(9)で算定した各層の層間変形比率を図－9 に示す。 

3.2 影響度 Er 算定結果 

 各モデルにおける影響度 Er の算定結果を図－10 に示

す。既往の手法である耐力による重みづけ係数（Mu/ΣMu）

の値も合わせて示した。また，式(5)における各指標の値

のうち，層の耐力比率による補正係数 κb，減衰による補

正係数 κh の算定結果を図－11，図－12 に示す。数字は

階数を表しており，柱は外柱脚，梁は外端の結果を代表

して記載した。ここで，1 層せん断力減少率Q
－

は，Mu/ΣMu

の値にほぼ一致するため，また，階の位置による補正係

数 κs はモデルによらず一定値であり，変動幅も 1.2-0.7

程度とそれ程大きくないため，検討を省略する。 
 図－10 より，Mu/ΣMu では，変形の大きい層（図－9

より，3T-2 では 1,2 層，3M-3 では 1 層，5T-2 では 3 層）

の部位の影響度を過小評価し，逆に変形の小さい層の影

響度を過大評価する傾向が見られる。一方，2 次判定法

では，3T-2 では 3 次判定法にほぼ等しい値を，その他の

モデルでも比較的近い値を示していることから，既往の

手法に比べ，精度が良いと言える。ここで，図－11 を見

ると，κbの値は，上述した変形が大きい層の部位で高く

なっており，変動幅も他の補正係数に比べて大きいこと

から，主に，κbによって各部位が架構の変形（代表変位）

に与える影響を評価することで，2 次判定法でも高精度

で Erを算定出来ていると考えられる。 

3.3 各補正係数の算定精度に関する検討 

 3 次判定法において，補正係数 κb，κhに対応する値と

して，pushover 解析結果における層間変形を式(7)，式(11)

に代入して求めた κb を図－11 に，解析結果から求めた

各部位の塑性率の比（最大値を 1 に基準化）を図－12 に

示す。3T-2 では，いずれの係数においても，2 次判定法

と 3 次判定法の値が非常に良い対応を示しており，2 次

判定法における影響度 Erの算定精度の高さ（図－10）を

裏付ける結果となっている。一方，3M-3，5T-2 では，Er

の結果と同様に，誤差の大きい部位も存在する。この原

因として，せん断部材の安全限界時負担力 Qs の算定にお

いて，2 次判定法では，せん断部材を有する 1 層の変形

角が 1/50rad.になることを仮定しているが（図－5），部

分ピンモデルの中には，上記の仮定が成立せず，Qs を過

小評価するケースが存在すること，せん断部材を有する

層では，弾性時とせん断部材破壊後の応力状態が大きく

異なり，式(13)から減衰の大小を正確に推定出来ないこ

と等が考えられる。また，2 次判定法では，当該層及び

上下層の耐力から，式(9)で層間変形を求めているが，建

物階数が増えると，考慮されない層の割合が増え，推定

精度が落ちることが考えられる。図－9 に示す層間変形 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

を見ると，5T-2 において，pushover 解析結果と式(9)によ

る推定値との差異が最も大きくなっているのがわかる。

しかしながら，補正係数，影響度いずれに関しても，傾

向は捉えており，破壊形式に関わらず，2 次判定法によ

って．3 次判定法の結果を概ね推定可能と判断出来る。 

 

4. 緊急的な被災度判定を想定した簡略的な方法の提案 

 2，3 章では，架構耐震性能に及ぼす各部位の影響度

Erの評価法を提案し，比較的簡便な 2 次判定法でも高精

図－11 層の耐力比率による補正係数 κb算定結果 

図－10 影響度 Er 算定結果 

図－12 減衰による補正係数 κhと塑性率の対応関係 

図－8 建物モデル  

T:梁曲げ降伏型全体崩壊形  
M:破壊モード混在型 (a)3T-2 (c)5T-2 
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度で影響度 Erを算定出来ることを示した。本章では，地

震直後の現地調査等，緊急的に被災度判定が必要となる

場合を想定し，さらに簡略的な方法（1 次判定法）を提

案した上で，2 次判定法との対応関係を確認する。 

4.1 2 次判定法における補正係数の簡略化 

 2 次判定法における各補正係数のうち，階の位置によ

る補正係数 κsは，式(12)より直接的に算定出来る。また，

層せん断力減少率Q
－

は，前述したように，Mu/ΣMuの値と

ほぼ等しいと考えられるので，部材種別や断面，耐震診

断結果等から大凡の値を推測可能であると言える。一方，

層の耐力比率による補正係数 κb 及び減衰による補正係

数 κhは，被害調査時に現地で行うには，計算がやや複雑

である。そこで，以下で算定法の簡略化を行う。 
(1) 層の耐力比率による補正係数 κb  

・ パラメトリックスタディによる変動傾向の検討 

 3 章の結果より，層の耐力比率による補正係数 κb は，

変形の大きい層の部位で大きい値になると予測される。

そこで，本項では，各層の変形の大小を変化させた複数

のモデルについて，2 次判定法を用いて κbの値を算出し，

その変動傾向について検討を行う。対象建物は，崩壊形

を図－8 の 3M-3 あるいは 5T-2 と同一とし，各層の変形

が均一になるように部材強度を調整したモデル，及びそ

こから梁の強度を変動させることで変形の大小関係を図

－13(a-1)，(b-1)のように変化させた，計 10 モデルとし

た。ここで，同図の横軸は，式(9)で算定した値であり，

また，部材剛比は強度に比例する形で設定した。 

 図－13(a-2)，(b-2)に示すように，変形を均一としたモ

デルでは，κb の値も各部位でほぼ等しくなっているが，

その他のケースでは，変形の大きい層で κbも大きくなっ

ている。一方で，各層の変形の大小関係は同一として，

差（値）を変化させた 2 ケース（例えば▲と×）では，

各層で κbの値がほぼ等しくなったことから，変形の値そ

のものではなく，建物全体における相対的な変形の大小

によって，κbの値が決まっていると推測される。その値

は，変形の大きい層で 1.4，小さい層で 0.6 程度である。 

・ 1 次判定法における補正係数 κbの算定法 

 上記の結果を基に，1 次判定法では，層間変形の大小

から層ごとに補正係数 κbの値を算出し，その値（中間層

の梁では，上下層の値の平均値）を当該層の部位の κb

として用いることとする。算定の流れを以下に示す。 

a)層間変形比率 sD の大小から，建物の各層を 3 グループ

に分類する。ここで，sD は，被害調査時に記録する各部

材の損傷度から簡略的に求めることとする。算定方法の

詳細は後述する。グループ分類は，調査者が任意に行っ

て良いが，基本的には，全層の sD の中から最大値と最小

値を抽出し，その間を等分割することとする。 

b)前述の検討結果から，変形の大小と κbの関係を表－1 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

のように設定し，各層における κbの値を求める。 

・ 損傷度に基づく層間変形比率 sD の算定 

 曲げ部材について，図－14 に示す関係を想定し，各損

傷度に対応する塑性率（代表塑性率 µr）を表－2 のよう

に定める。各ヒンジ発生位置について µr を求めた上で，

層ごとに平均値を算出し（図－15），その値を sD とする

（式(16)）。n は当該層におけるヒンジ数である。 
   nD r/s µ∑=    (16) 

(2) 減衰による補正係数 κh 

 2.2 で述べたように，減衰による補正係数 κh は，塑性

率最大となる曲げ降伏部位で最大値=1，エネルギー吸収

量の乏しいせん断部材で 0.66 となるような指標である。

そこで，部材種別や部材長から推定される減衰の大小に

基づき，建物の各部材を 3 つのグループに分類し，それ

ぞれに対応する κhの値を表－3 のように与える。基準部

材長 Leは，柱・梁それぞれにおいて，建物全体で最も一

般的な値として任意に設定する。 

表－1 1 次判定法にお 
ける補正係数 κbの算定 

表－2 代表塑性率 
図－14 損傷度－塑性率関係 

平均値を算出=sD 

μr4

μr1 μr2 μr3

μr5 μr6 μr7

図－15 1 次判定法における 
層間変形比率の算定 

(b)5 層 2 スパン全体崩壊形モデル(5T-2) 
(b-1) 

κb=1.4 κb=0.6 

(a)3 層 3 スパン破壊モード混在型モデル(3M-3)
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 ここで，強度や断面は同一の状態で，部材長が基準部

材長 Leの 0.66（1.5）倍となった場合，剛比は 1.5（0.66）

倍となる。応力も同様に 1.5（0.66）倍になると考えると，

曲げ部材の場合，式(13)より，κhの値は約 1.25（0.8）倍

となることから，Leの 0.66，1.5 倍の部材長 L を境界と

して減衰の大小を分類し，各グループにおける κhの値を

定めている（表－3）。実際には，部材断面と強度の変化

や，部材位置も関係するが，断面と強度は概ね比例関係

にあるとすれば，κhの値に大きな影響はないと考えられ

ること，また，評価方法が複雑になることを避けるため，

部材長と部材種別から簡便に値を推定することとした。 

4.2 建物モデルを用いた精度検証 

 実建物では，層間変形に全く大小関係がないというこ

とは考えにくいので，図－13 のうち，変形均一のものを

除いた 8 モデル（剛比は曲げ強度に比例），及び，それに

対して建物右側の梁の剛比を 2，1.5，0.66，0.5 倍と変化

させた計 40 モデル（スパンを 0.5～2 倍とした場合に相

当，図－16）について，1 次・2 次判定法それぞれを用

いて各部位の影響度 Er及び，補正係数 κb，κhを算定した

結果を図－17，図－18 に示す。ここで，1 次判定法にお

ける κh は，表－3 に示す 3 種類の値に限定されるため，

それぞれの値（グループ）に対する 2 次判定法 κhの平均

値を示した。層の耐力比率による補正係数 κbについては，

せん断柱で対応が悪くなっているケースがあるが，1 次

判定法によって，2 次判定法の値を概ね推定出来ている。

また，減衰による補正係数 κhは，1 次判定法で κh=1.0 と

なるグループについて，2 次判定法の値を過大評価する

傾向があるが，グループ間の大小関係は捉えることが出

来ている。影響度 Erの値についても，各モデルで，概ね 

誤差 30%の範囲内に収まっており，崩壊形・層間変形の

分布・スパン・建物階数を変化させた各ケースにおいて，

最も簡略的な 1 次判定法によっても，2 次判定法の値を

精度良く推定出来ることが確認出来た。 

 

5. まとめ 

(1)あらゆる崩壊形に適用可能な耐震性能残存率評価法

として，筆者らが文献 4)で提案した，架構耐震性能に及

ぼす各部位の影響度 Erで，損傷度に応じて定められる耐

震性能低減係数 ηを重みづけする手法を，多層建物に拡

張した。影響度 Erは，耐力，減衰，変形，有効質量を考

慮して算定することとし，pushover 解析を用いる 3 次判

定法から，被害調査時に現地で計算することを想定した

1 次判定法まで，3 通りの手法を提案した。 

(2)曲げ降伏型，及びせん断部材が混在する多層建物モデ

ルにおいて，提案手法により影響度 Er を算定した結果，

部材耐力だけを考える既往の手法と比較して，減衰や変

形等を考慮することで精度が向上し，2 次判定法でも高 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

精度で各部位の影響度 Er を評価出来ることがわかった。 

(3)崩壊形に加え，各層の変形，スパン等を変化させた各

建物モデルについて検討した結果，1 次判定法によって，

2 次判定法の値を概ね評価することが出来た。 
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